



















































2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年
全国 127,768 127,298 125,497 122,343 118,078 113,065
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図表７～８の出典：「グラフと統計でみる農林水産業」，農林水産省の HP
【農家人口】238,979人	男	117,418人	女	121,561人【基幹的農業従事者数】72,710人	男	40,019人	女	32,691人	うち65歳未満	28,860人	男	
15,240人	女	13,620人
▼鹿児島県の耕作放棄地－約一万ヘクタールが耕作不可能に
農林水産統計によれば，日本の農業就業人口は毎年十数万人ずつ減り続けており2008（平成20）年で298万人。
このうち約半数の140万人を70歳以上の高齢者が占め，20年後を担う39歳以下は25万人しかいない。漁業人口も，
漁に出る17万人の男性の５割が60歳以上ということです。
そして，過疎化や高齢化で進んだ耕作放棄地は，すでに全国の農地の１割にあたる38万ヘクタール。これは埼玉
県の面積に相当します。森林・原野化した農地では，九州が全国の27.6％を占め，全国９地区中最大。都道府県別
では，鹿児島県がそのままでは使えない農地（約２万400ヘクタール），森林・原野化（約１万1,100ヘクタール）と
も全国最大です。
2008年度の鹿児島県の調査によると，県内の耕作放棄地は２万４千ヘクタール。そのうち，半分が山林化などに
より耕作不可能な状態にあります。県は当面，農業振興上特に重要な農用地区域内の約5,000ヘクタールを中心に，
解消を目指す方針を打ち出しています。県によると，県内21市町村で国の補正予算を利用して障害物除去など耕作
放棄地の再生実証が進められており，08年度内に54ヘクタールの解消が見込まれるということです。
いま，国の農業政策は，従来の「ばらまき型」から一定規模以上の中核農家に支援を集中へと政策転換
しました。そのねらいは，零細農家の多い国内農業の構造改革を促し，農産物の国際競争力強化にありま
す。
なお，鹿児島県の06年農業生産額は，北海道に続き，4,079億円で全国第２位と農業県であります。特に，
牛，豚，鶏の産出額は全国第１位です。この他，ウナギ，茶，いも類など，生産量で全国上位を占める農
水産品は数多くあります。サツマイモはいも焼酎の原料ともなり地場産業の一角を担っています。あまり
知られていませんが，養殖マグロ国内生産量3,530トン（06年）の６割近くを鹿児島県（2,000トン）が占
めます。07年のミネラルウォーター生産数量は102,543kl で全国第６位（シェア5.3％）です。
日本の食糧自給率は40％弱と他の先進国，例えばフランスやアメリカの約130％，ドイツの約90％に比
べて極めて低い状況にあることから，産業としての農業のあり方が論議されています。こうした点に加え，
都市政策，特に地方再生の観点からの農業振興が論議されるべきであります。
以上の点を踏まえ，鹿児島県の地域特性を基軸としての「農業のあるべき姿」に関しては，次回考察い
たします。
２－３　地の利を生かす－九州の物流拠点を目指す
日本の輸出入貨物量の99.7％は，港を経由した海上輸送です。すでに県内には，鹿児島市南部の喜入に
世界最大級ともいわれる新日本石油の原油中継備蓄基地，薩摩半島の西側のいちき串木野市に地下の岩盤
タンクを使用した串木野国家備蓄基地，大隅半島の東側の東串良町に志布志国家石油備蓄基地の３つの石
油備蓄基地があります。喜入基地の原油タンクは735万 KL の貯油能力があり，これは日本の石油消費量
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の約２週間分に相当します。
喜入基地では，産油国（主に中近東）から30万トン（載
貨重量トン）級の大型タンカーで輸送された原油の全量
または一部を原油タンクに荷揚げし，さらに10万トン
（載貨重量トン）級の小型タンカーに積み替えて新日本
石油グループの製油所に二次輸送するという中継機能を
持っています。
この他，鹿児島港，川内港，志布志港という重要港湾
を県内に有し，国際定期航路も複数就航しているという
実績を有します。グローバル時代にあって，「世界を相
手にする」という気概を持ち，港・空港・鉄道・高速道
路といった大量・高速の物流インフラを有するという本
県のもつ優位性を生かし，輸送の一貫性，積み替え・荷
役の効率化，輸送の安全・迅速・確実性の促進，そして
低廉化を図り，九州における国際物流拠点の地位確保を
目指します。
ちなみに国土交通省交通政策審議会（国交相の諮問機関）が09年７月発表の国管理26空港の個別収支の
試算によると，国管理22空港のうちが羽田，福岡など18の空港が営業損益で赤字に陥っていますが，鹿児
島空港は２億700万円の黒字で現在のところ，採算性がとれています。
グローバル化時代の進展という社会変化を念頭に置くならば，地理的にも時間的にも視野を広げて，
オール九州という視点で戦略を練るというスタンスが必要です。
いま，旅行客を誘致するために九州全体が連携を図っています。各県と経済団体，観光関連企業などが
結集して九州観光推進機構という組織を作り，国内のほか中国や韓国からの観光客を増やそうと知恵を
絞っています。九州新幹線沿線の鹿児島と熊本が同じ目的のために別々に動く非効率を考えたら，ノウハ
ウもアイデアも共有して利益を分け合った方がいいに決まっています。いわゆる地域ブランドなどにも見
られる，県域を超えた広域で連携すると認知度は高まり市場は広がります。
グローバル化の進展の一方，人口減少時代の到来，IT に代表される技術革新に伴う産業構造の変化と
いった時代環境を見すえるなら，九州全域で経済圏形成し，それぞれのエリアの特徴，魅力を生かして持
続的な成長を目指すという大局観が求められます。
２－４　観光振興に向けて　良質で個性的な地域づくりを
小泉政権下での「ヴィジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）」もあって，観光立国は国策ともなっ
ています。
鹿児島県では雇用の増大や持続的な経済発展が期待できる観光の振興を図ろうと議員発議による「かご
しま観光立県基本条例」が2009年４月から施行されました。
鹿児島県にとって「観光」は，農業と並び重要な産業であること，07年の観光客による観光消費額が
4,627億円であり，全国第二位の農業産出額4,079億円（06年）を凌ぐという実績，さらには11年春の九州
新幹線鹿児島ルートの全線開業もあって，鹿児島の産業振興のけん引役に位置付け，魅力ある観光地づく
りの実現を目指しています。しかし観光振興が鹿児島の産業振興をリードし，経済活性化，そして地域再
生に結びつくことは，幻想でしかあり得ないのです。（この点に関しては，論を改めて詳述いたします）
観光振興の大前提として，何より良質で個性的な地域づくりが先決です。その第一歩が，“住みやすく”
図表９　九州交通図
出典：「日経グローカル」日本経済新聞社，2008.6.16，P43
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“暮らしやすい鹿児島づくり”にあります。鹿児島市内，指宿，霧島と言った観光地は元より県域全体に
ついて，そこで長く根付いて生活する人々が暮らしにくい，そしてさびれた活気のない街並みであっては，
観光客の目には再び足を運ぼうと思える魅力あふれた観光地とは映りえないのです。
諸々の道路施設，商店街などのハード面，地元をあげての歓迎の心といったソフト面での整備が不十分
のままに観光客を向かい入れても，リピート客さらに固定客化などは望むべくもありません。むしろ類似
の観光地と比較されたり，悪評が立つ下地ともなりかねません。
逆に好感を持ちその評判を，鹿児島に旅行しようかと内心で検討中の顧客が耳にすれば，背中を後押し
されたように決断し，来訪の契機となり得るでしょう。
ホームページやブログを持っている人によっては個人・団体旅行を問わず旅行を終えた後で，現地で過
ごしてきた旅程について写真を織り交ぜた詳細で包括的な紀行文を発信できるのが現代です。旅行先をど
こに選定しようかと迷っている者にとっては訪問候補先の情報源を得るべく，こうした HP を閲覧する機
会も多いのです。そもそも HP を作り，なおかつそこに旅の行動記録を載せる人はと言うと大概が批判精
神旺盛であり，その内容は観光地単体にとどまらず，それらのスポット同士を取り結ぶ交通網についての
利便性はどうかなど，交通面へ言及されることもしばしばです。
したがって道路整備はもとより，鉄道（JR 九州）とバス路線の連携が求められます。残念ながら今の
鹿児島はこの点に著しく欠けます。
東京ディズニ－ランドが開園以来25年もの長期に亘り好業績を納めているのは，レジャーの一般的原則
である「安・近・短」指向に合致しているとともに，顧客満足度を高める体制整備にあります。従業員の
末端に至るまで備わっている演出者としてのプロ意識（従業員なら全てキャストと呼称する）と園内に関
する情報共有によって施設全体が巨大な劇場と化し，それらがお客に満遍なく楽しめさせ（アトラクショ
ンの待ち時間表示で客に無駄足を踏ませない），かつ感動を与え，機会があれば再来場したいとの思いを
促しています。
新規顧客を呼び込むには大変な知恵と労力そして資金を要します。ひとたびお客の心を捉え，固定客化
できれば，多くのお金や労力を要せず，二度三度と訪れてくれます。常に客の声に耳を傾け，競争相手の
良さを随時観察し，それを取り入れていく柔軟性こそ，固定客を増やす道です。鹿児島県は観光施設に代
表されるハード面とともに，地元をあげての歓迎といったホスピタリティを高めるソフト面の整備・充実
が必要です。
参考までに，国内旅行の宿泊実態や人気温泉地ランキング，旅行実態を調査した，じゃらんリサーチセ
ンターの「宿泊旅行調査2009」の調査結果を付記します。
◆調査概要
株式会社リクルート（本社：東京都千代田区，代表取締役社長兼 CEO：柏木斉）の旅行カンパニーに
設置されたじゃらんリサーチセンター（センター長：沢登次彦）では，全国約１万4,000人の宿泊旅行者
を対象に，「じゃらん宿泊旅行調査2009」を実施。
この調査は，観光などを目的とした宿泊を伴う旅行実態を把握するために行っている調査で，出張・帰
省・修学旅行などを除いたマーケットの動向を調べている。昨年度1年間（2008年４月～2009年３月）に
おける国内での宿泊旅行の実態について，その行き先や回数，旅行費用などの調査をし，今年で５回目。
１　都道府県別の延べ宿泊旅行者数（推定）
延べ宿泊旅行者数の多い旅行先と，宿泊旅行にかけられた費用総額の多い旅行先は昨年と同様の顔ぶれ
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が上位に並ぶ。静岡県への延べ宿泊旅行者数は，前年５位から３位にランクアップ。延べ宿泊旅行者数の
多い旅行先，宿泊旅行に二かけられた費用総額の多い旅行先のトップ10の顔ぶれは，昨年と変わらなかっ
たものの，延べ宿泊旅行者数では，静岡県が前年５位から３位に浮上。静岡県の延べ宿泊旅行者牧は約25
万人増で２年連続増加している。
図表10　都道府県別の延べ宿泊旅行者数（推定値）
２　九州の人気温泉ランキング
旅予約サイト「じゃらん net」が全国5,800人に実施した人気温泉地アンケート調査による人気ランキン
グによると，「九州の人気温泉」では一番人気が湯布院（大分）。２位別府温泉郷（大分），３位指宿温泉，
４位黒川温泉（熊本），５位霧島温泉（鹿児島），６位雲仙温泉（長崎）の順。
◇実施要領
◎調査時期：2008年９月５日～９月16日
◎調査対象：期間中に『じゃらん net』で宿・ツアーの予約をした全国在住者
◎対象温泉：全国計325の温泉地を選択肢として認定
◎調査方法：インターネット上でアンケートを実施
（予約完了後にアンケート画面を設置※回答有無は自由，複数回答有効）
◎有効回答数：5,800人
〈質問内容〉
１．知っている温泉地
２．訪れたことのある温泉地
３．２．の中で「もう一度行ってみたい」と思う温泉地とその理由
４．最近１年以内に訪れたことのある温泉地
５．４．の温泉地のうち満足した度合いとその理由
６．「まだ行ったことはないが，一度は行ってみたい」と思う憧れの温泉地とその理由。
出典：　http://www.jalan.net/jalan/doc/etc/onsenranking/onsenranking_index.html
　　　　http://jrc.jalan.net/jrc/files/research/jalasyuku_20090729.pdf
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